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（2013年 6年 27日 受理） 

 

原子炉廃止措置研究開発センター（以下「ふげん」という。）は、廃止措置技術開発を計画・実

施するにあたり、「ふげん」を国内外に開かれた技術開発の場及び福井県が目指すエネルギー研究

開発拠点化計画における研究開発拠点として十分に活用するとともに、当該技術開発で得られる

成果を有効に活用することを目的として、原子力機構内外の有識者で構成される「ふげん廃止措

置技術専門委員会」を設置している。 

 本稿は、平成 25 年 3月 14日に開催した第 27回ふげん廃止措置技術専門委員会において報告し

た “廃止措置の状況”、“重水回収・トリチウム除去における除去技術の高度化”及び福井県エネ

ルギー研究開発拠点化計画へのふげんの取組み状況として報告した“福井県における高経年化調

査研究”、“技術課題解決促進事業（公募型）”について、資料集としてまとめたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉廃止措置研究開発センター：〒914－8510 福井県敦賀市明神町 3番地 
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＋2 安全研究センター 

※ 技術開発協力員(敦賀本部経営企画部) 
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and Tomohiro HIRATA※  
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Fugen Decommissioning Engineering Center, in planning and carrying out our 
decommissioning technical development, is establishing “Technical special committee on 
Fugen decommissioning” which consists of the members well-informed, aiming to make good 
use of Fugen as a place for technological development which is opened inside and outside the 
country, as the central point in the energy research and development base making project of 
Fukui prefecture, and to utilize the outcome in our decommissioning to the technical 
development effectively. 

This report compiles presentation materials “The Current Situation of Fugen 
Decommissioning”, “Upgrading of a Removal Technique for a Heavy Water Withdraw and a 
Tritium Removal” and “Research of Ageing Management of Nuclear Power Plant for Safe 
Long Term Operating in FUKUI”, “The Work for Solution and Promotion on Technical 
Challenge(Public Offering Type)” which is related with the efforts of Fugen in the FUKUI 
energy research and development centralization plan, presented in the 27th Technical special 
committee on Fugen decommissioning which was held on March 14, 2013. 
 

Keywords: FUGEN, Decommissioning, Cutting Method, Dismantling, Heavy Water 
Withdraw, Tritium Removal, Ageing Management, FUKUI Energy Research and 
Development Centralization Plan, Technical Special Committee 
＋1 Technology Development Department 
＋2 Nuclear Safety Research Center  
※ Collaborating Engineer (Policy Planning and Co-ordination Department, Tsuruga Head 

Office)
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1． ふげん廃止措置技術専門委員会（第 27 回） 

 

1.1 議事次第 

 第 27回ふげん廃止措置技術専門委員会の議事次第を表１に示す。 

 

表１ 第 27 回ふげん廃止措置技術専門委員会 議事次第 

 

第 27回 ふげん廃止措置技術専門委員会 

議 事 次 第 

 

1．開催日時  平成 25年 3月 14日 13：20～16：10 

 

2．開催場所  独立行政法人日本原子力研究開発機構 敦賀本部 

原子炉廃止措置研究開発センター 第 1,2,3,4会議室 

 

3．出席者 

(委員) 石榑主査、井口委員、福田代理（浦上委員代理）、山内代理（苅込委員代理）、

友澤委員、中安委員、仁木委員、松本委員、山本委員、小川委員、土田委員 

(ふげん) 髙橋所長、森下技術開発部長、田尻計画管理課長 他 

 

4．次第 

(1) 開会挨拶 

(2) 委員及び機構出席者の紹介 

(3) 前回委員会の議事要旨の確認 

(4) 廃止措置の状況 

(5) 重水回収・トリチウム除去における除去技術の高度化 

(6) ご講評 

(7) 福井県エネルギー研究開発拠点化計画への「ふげん」の取組み状況報告 

① 福井県における高経年化調査研究 

② 技術課題解決促進事業（公募型）について 

(8) ご視察（原子炉建屋） 

(9) 次回の委員会について 
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1.2 委員構成 

 ふげん廃止措置技術専門委員会の構成員を表２に示す。 

 

表２ ふげん廃止措置技術専門委員会 構成員 

 

主査 石榑 顕吉 (社)日本アイソトープ協会 常務理事 

委員 井口 哲夫 名古屋大学 大学院 工学研究科 量子工学専攻 教授 

委員 石倉 武 (財)エネルギー総合工学研究所 参事 工学博士 

委員 浦上 学 関西電力(株) 原子燃料サイクル室 

サイクル環境グループ チーフマネジャー 

委員 苅込 敏 日本原子力発電(株) 廃止措置プロジェクト推進室 室長             

委員 友澤 史紀 東京大学名誉教授 

委員 中安 文男 福井工業大学 工学部 原子力技術応用工学科 教授 

委員 仁木 秀明 福井大学 大学院 工学研究科  

原子力・エネルギー安全工学専攻 教授   

委員 松本 洋志 東京電力(株) 原子燃料サイクル部                    

廃棄物設備グループ グループマネージャー 

委員 山本 正史 (公財)原子力環境整備促進・資金管理センター                             

基準・規格調査研究プロジェクト チーフ・プロジェクト・マネジャー 

委員 小川 弘道 (独)日本原子力研究開発機構 東海研究開発センター           

原子力科学研究所 バックエンド技術部長 

委員 土田 昇 (独)日本原子力研究開発機構 敦賀本部                  
レーザー共同研究所 レーザー技術利用推進室長 

（以上１２名） 
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2． 廃止措置技術開発報告 

 

 本章は、第 27 回ふげん廃止措置技術専門委員会における発表資料を取りまとめたものである。
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

廃止措置の状況

報告概要

➢平成24年度作業計画・実績

➢解体撤去・汚染の除去工事

➢遮へい冷却水の抜出し等作業

➢「ふげん」を用いた研究開発

➢国際会議等報告

➢福島支援のための切断技術確証試験

技術開発部 計画管理課 忽那 秀樹

資料 27-3-1

2.1 廃止措置の状況

 

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

平成24年度作業計画・実績(1)

年
月

項目

平成24年 平成25年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

１．重水の搬出

(1) 重水前処理確認試験

(2) 重水搬出準備作業

２．解体撤去工事

【タービン設備等の機器の解体撤去】

(1) 復水器等の解体撤去

(2) タービン補機冷却水ポンプ等の解体撤去

３．汚染の除去工事

【重水系・ヘリウム系等の汚染の除去工事】

(1) 残留重水回収

(2) 原子炉補助建屋機器のトリチウム除去

① 重水浄化系のトリチウム除去

(3) 原子炉建屋機器のトリチウム除去

① カランドリアタンク等のトリチウム除去

② 遮へい冷却水の抜出し等作業

：計画 ：実績

資料 27-3-2
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

年
月

項目

平成24年 平成25年

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

４．「ふげん」を用いた研究開発

(1) 高経年化等のための調査研究

① RCPケーシング材等の調査

(2) レーザー除染の実地試験

(3) プルトニウム量測定装置の実証試験

(4) ケーブル劣化診断法の適用性試験

５．汚染状況等の調査

６．設備・機器等の維持管理

(1) 第25回施設定期検査

(2) 設備の自主点検及び自主検査

(3) 設備の改造

７．国際協力等

(1) OECD/NEA技術諮問グループ会議

(2) CEA情報交換会議

(3) NDA廃止措置状況調査

：計画 ：実績

平成24年度作業計画・実績(2)

TAG52 TAG53

ウィンズケール改良型ガス炉(WAGR) 視察調査

資料 27-3-3  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

解体撤去工事の実施範囲

非常用炉心冷却系

発電機

重水・ヘリウム系

復水貯蔵タンク

蒸気放出プール

制御棒

原子炉格納容器

使用済燃料
貯蔵プール

プール水
冷却・浄化系

原子炉補機冷却海水系

燃料交換機

海水

主蒸気管及びタービン主要弁

海水原子炉

重水循環ポンプ

タービン設備

第3給水加熱器

第4・5給水加熱器

タービン建屋

原子炉補助建屋

原子炉補助建屋

排気筒

：H23年度までの
解体撤去工事範囲

原子炉建屋

第1･2給水加熱器

：H24年度解体撤去工事範囲

第1･2AB給水加熱器
(水室及び伝熱管)

第1･2AB給水加熱器(胴体)

組合せ中間弁(4基)

復水管

B復水器中部胴
A復水器上中部内部構造物等

B復水器上部胴
B復水器上中部内部構造物等

復水器

【図示以外の解体撤去工事】
・タービン補機冷却系等の設備

資料 27-3-4
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

解体撤去物等の実績

B1F

1F

B2F

タービン建屋

B復水器中部胴
A復水器上中部内部構造物

復水管

：H24年度
解体撤去範囲

：H24年度
解体撤去範囲
（内部構造物）

復水器等の解体撤去工事範囲図

＊1：データはH25年2月末現在

解体撤去物等の実績（トン）

解体撤去作業人工数（人・日）

（端数処理に伴い合計値が一致しないことがある。）

年度

種類
～H23

H24 H24
合計

予想 実績 *1

金属 590.1 101 90.3 680.4

保温材 31.3 1 1.3 32.6

ｺﾝｸﾘｰﾄ 30.2 8 3.9 34.1 

合計 651.6 110 95.5 747.1

二次廃棄物 21.4 4 3.7 25.1

～H23 H24予想 H24実績 *1 合計

11,032 1,800 1,473 12,505 

資料 27-3-5  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

復水器等（管理区域）の解体撤去工事状況

第
１
・２
給
水
加
熱
器
（復
水
器
内
部
）

着手前 工事終了工事状況

（H24年11月撮影） （H24年11月撮影）（H24年9月撮影）

復
水
器
本
体
胴

（H24年11月撮影）（H24年8月撮影） （H25年1月撮影）

資料 27-3-6
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

タービン補機冷却水ポンプ等（保全区域）の解体工事状況

密
封
油
処
理
装
置

タ
ー
ビ
�
補
機
冷
却
水
ポ
�
プ

着手前 工事状況

（H25年2月撮影） （H25年2月撮影）

（H25年1月撮影） （H25年2月撮影）

（H25年1月撮影）

（H25年1月撮影）

資料 27-3-7  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

項目

破砕力
破砕時の状況

安全性
防護設
備の簡
略化※

経済性
※種別 騒音 振動

粉じん
ガス

飛石

ダイナマイト ◎ × × × × × × ◎
コンクリート破砕機 ○ △ △ × △ △ × ○

大型油圧ブレーカー △ △ ○ ○ ◎ ○ ◎ △
油圧割岩機 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×
静的破砕材 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○

コンクリート解体における静的破砕法の適用

◆ コンクリート解体技術

切削

機械的

ダイヤモンドワイヤーソー

コアボーリング

ディスクカッター

切削
アブレイシブウォータージェット

成型爆薬

破砕

打撃 ブレーカ

衝撃 制御爆破

機械圧力 圧砕機

膨張変形 静的破砕材

熱
火炎切断

レーザー切断

：過去のふげん解体工事で使用実績有

◆ 破砕工法の比較（静的破砕剤メーカーカタログより）

写真貼り付け予定

注）◎優れている、○：良い、△やや劣る、×劣る(または公害あり）
※破砕場所の環境により左右される。

静的破砕作業の状況 （タービン補機冷却海水ポンプ基礎【保全区域】）

資料 27-3-8

写真貼り付け予定 写真貼り付け予定

コアボーリングによる穿孔作業 静的破砕材の注入作業 約24時間後の状態
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

汚染の除去工事の実施範囲

：H23年度までの汚染の除去工事範囲

(➊残留重水回収，➋トリチウム除去)

余熱除去系

発電機

ヘリウム系

復水貯蔵タンク

蒸気放出プール

使用済燃料
貯蔵プール

プール水
冷却・浄化系

原子炉補機冷却海水系

海水

海水原子炉

重水循環ポンプ用
熱交換器

タービン建屋

原子炉補助建屋

原子炉補助建屋

排気筒

原子炉建屋

復水器

タービン

①②
②➋

②③
：H24年度汚染の除去工事範囲

(①残留重水回収，②トリチウム除去，
③CP除染)

①②➋

重水系

重水
冷却器

カランドリア
タンク

重水
ダンプタンク

重水・ﾍﾘｳﾑ系計装ラック

➊

➊

①②➋

資料 27-3-9  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

汚染の除去工事（残留重水回収、トリチウム除去）の作業状況

階 系統・エリア 主な機器※ 重水回収
（ﾘｯﾄﾙ）

ﾄﾘﾁｳﾑ除去
（Bq/cm3）

3F
ヘリウム（化系室

再結合器
脱湿器

10 検出限界値染下

ポイズン供給系 ﾎﾟｲｽﾞﾝ溶解槽 21 検出限界値染下

2F

1F 重水（化系室
重水（化塔
ﾎﾟｲｽﾞﾝ除去塔

実施中
62.4

実施中

B1F 劣化重水貯槽室
劣化重水貯槽
（化系重水貯槽

606 今後実施予定

B2F 重水貯槽室
重水貯槽室
A/B重水ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ

1230 今後実施予定

主な機器※ 重水回収
（ﾘｯﾄﾙ）

ﾄﾘﾁｳﾑ除去
（Bq/cm3）

ｶﾗﾝﾄﾞﾘｱﾀﾝｸ
重水冷却器
ﾀﾞﾝﾌﾟﾀﾝｸ

実施中
105

実施中

重水循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用
熱交換器

0.3 検出限界値染下

R/B重水ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ 92 今後実施予定

作業概要
作業状況

（H24.2月末現在）

残留重水回収
弁操作によるドレンアウト後に、フラン
ジの開放、配管の切断等により内部に
残留する重水を回収

約2130ﾘｯﾄﾙ回収

トリチウム除去

系統を分割して加熱真空引き等により
トリチウムを除去

検出限界値染下
（作業エリア内トリチウム濃度）

トリチウム除去装置を用いてカランドリ
アタンク等に乾燥空気を循環することに
よりトリチウムを除去

実施中

原子炉建屋
原子炉補助建屋

トリチウム除去装置残留重水回収作業の状況

：作業完了

※ 計装配管内の残留重水回収を実施中

資料 27-3-10
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

遮へい冷却水の抜出し等作業

資料 27-3-11

処
理
液
注
入

酸
調
整

六
価
ク
�
�
還
元

過
酸
化
水
素
分
解
（そ
の
１
）

カ
チ
オ
�
成
分
除
去

ギ
酸
分
解

過
酸
化
水
素
分
解
（そ
の
２
）

脱
塩
処
理

処
理
液
を
液
体
廃
棄
物

処
理
系
へ
排
水

六価クロム無害化処理フロー図

遮へい冷却水抜出し作業状況 処理のための薬品注入状況

カランドリアタンク等のトリチウム除去（真空乾燥）を
行うために、当該タンクを覆っている鉄水遮へい体＊の
遮へい冷却水（六価クロム含有）を約90m3（推定値）を
抜出し、無害化処理を行う。

目的

六価クロム濃度 約400ppm 排出基準 0.5ppm

全クロム濃度 約400ppm 排出基準 2.0ppm

カリウム濃度 約800ppm

主要放射能濃度 Mn-54

Co-60

Cs-134

＜5.4×10-3 Bq／cm3

＜3.0×10-2 Bq／cm3

＜8.1×10-3 Bq／cm3

＊原子炉からの放射線や伝熱を遮へいすることを目的に設置

遮へい冷却水の性状

■バッチ処理（5m3/バッチ）

【実績】 平成25年2月末現在
➢ 既設回収ラインから回収可能な約55m3の抜出

しを実施し、作業を終了
➢ 約55m3の無害化処理を実施

【今後の予定】
➢ 残留遮へい冷却水の抜出し方法の検討
➢ 次年度以降の無害化処理計画の立案
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

ケーブル劣化診断法適用性試験状況

低圧ケーブルの経年劣化測定技術の実用化研究

「ふげん」を用いた研究開発

・原子力プラントの高経年化対策に資
するためマイクロ波誘電吸収法によ
るケーブル劣化診断の手法を開発す
ることを目的に、福井工業大学、㈱
TASと原子力機構が共同研究

・制御棒駆動装置用ケーブル、原子
炉内中性子計測装置駆動装置用ケ
ーブル、再循環ポンプ温度計用ケ
ーブル等を対象として、適用性試験
を実施

レーザー除染試験に関する研究

・原子力施設の廃止措置等において、建屋内の高線量部分の除染に実
用できるレーザー除染装置の開発を目的に、(財)若狭湾エネルギー研
究センター等と原子力機構が共同研究を実施

高経年化調査研究事業

(1)ステンレス鋳鋼の熱時効脆化研究 (2) SCC対策技術の有効性確認

・原子力発電所の高経年化対策の充実を目的として、長期運転に供
した「ふげん」の実機材料データを採取して、保全管理技術の妥当
性検証等の研究を原子力機構安全研究センターと連携して行う

原子炉再循環系配管からの試料採取状況
使用済燃料集合体中のPu量非破壊測定装置実証試験

・IAEAの使用済燃料の次世代保障措置検認を目的に、 ロス・アラモス
国立研究所（LANL）と原子力機構が、ふげん使用済燃料中のPu量を
測定する非破壊測定（NDA）システムの性能評価を共同で実施

Pu-NDA実証試験準備作業状況

硬さ測定状況

資料 27-3-12
レーザー除染試験試験状況
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

国際会議等報告

OECD/NEA技術諮問グループ会議（TAG-53）
OECD/NEA廃止措置協力計画のもとで定期的に開催されるTAG会議に
おいて、各国の廃止措置状況に係る意見交換や廃止措置関連施設の調
査を通して継続的に情報を収集

■ 開催期間：平成24 年10月15日(月)～19日(金)
■ 開催場所：アメリカ／シンシナティ

○ 「ふげん」からは、廃止措置の進捗状況として、復水器の解
体状況、重水回収状況、原子炉本体解体技術に関連してレ
ーザ切断工法による切断試験の実施状況及び今後の計画
を報告

○ ＴＲＲ（台湾：重水減速軽水冷却型研究炉：40MWｔ）
・1998年に運転を停止し廃止措置を実施中
・主要冷却系、重水系設備の解体を終了し、原子炉容器は撤
去し安全貯蔵中

・現在、使用済燃料貯蔵プールの除染を実施中

フランス原子力・代替エネルギー庁（CEA）
との情報交換会議

JAEA/CEA間の「原子力研究開発分野における協力のためのフレームワ
ーク協定」に基づき、解体と廃止措置、廃棄物処理技術をテーマとして情
報交換会議を開催

JAEA施設の廃止措置全体概要、東海ウラン濃縮施設の廃止
措置、廃止措置に係る管理データ評価システムの研究、焼却
灰セメント固化試験等の報告

福島復旧技術（除染効果予測コード、モニタリング・マッピング
方法、スラッジ等の処理・処分の技術開発）の報告

「ふげん」からは、廃止措置の状況、原子炉領域解体に向けた
構造材の切断技術開発について報告

廃止措置技術 ：
3Dモデル・VRシミュレーションシステム技術開発、レーザ切
断技術開発等の解体への適用等の報告

廃棄物処理技術 ：
土壌汚染の環境修復に用いた評価方法、汚染マップ作成コ
ード等の報告

JAEAからの報告

CEAからの主な報告

■開催時期：平成24年10月22日(月）～26日（金）

■開催場所：日本／JAEA東海研究開発センター
JAEA人形峠環境技術センター

TAG53 会議状況

資料 27-3-13  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

原子炉廃止措置研究開発センター
（ふげん）

敦賀本部 レーザ―共同研究所

レーザ―切断技術開発

大洗研究開発センター

プラズマジェット切断技術開発
各切断技術開発成果の取りまとめ

熱的、機械的切断技術等の開発

大洗研福島技術開発特別チーム 炉内解体技術開発グループ

・敦賀本部、大洗研究開発センターが一体的に研究開発を実施、共通試験体の製作、
試験装置の共用

・解体技術に係るノウハウの共有、施設解体に係る技術者の育成

【H24年 8/31以前の実施体制】

【H24年 9/1以降の実施体制】
➢大洗研究開発センターに炉内解体技術開発Gr.を設置
➢ふげん、レーザ―共同研究所の担当者は、大洗研究開発

センターと兼務

炉内解体技術開発グループの体制

福島支援のための切断技術確証試験(1)

技術開発課
福島支援対応チーム

・原子炉本体解体技術の知見
・ふげん解体作業に反映

資料 27-3-14
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

福島支援のための切断技術確証試験(2)

〈開発目標〉 炉内構造物の材質を考慮した厚板(150mm以上)に対する水中切断技術の適用性評価

AWJ装置【気中】

２）アブレイシブウォータージェット(AWJ)切断技術
・吐出圧力200MPa 以上の装置による気中・水中での切断試験

（実施済）
・切断性能の比較のため、バンドソー切断試験（実施済）

【平成24年度ふげん実施計画】
１）プラズマアーク切断技術

・出力200Aの装置を用いた気中・水中での切断試験(実施中)
・出力600Aの装置整備及び気中・水中での切断試験（実施中）
・切断性能比較のため、ガソリン切断試験（実施中）

（主な切断条件）
出力：200A, 600A
プラズマガス：Ar+H2, Ar+N2
シールドガス：Air
スタンドオフ：5, 10, 15, 20mm

集塵機

プラズマアーク切断装置【水中】

プラズマトーチ

試験体

（主な切断条件）
吐出圧力：200, 250, 300, 370MPa
研掃材供給量：ガーネット 1.5kg/min
スタンドオフ：10, 30, 50, 100mm

AWJヘッド【気中】

資料 27-3-15  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

重水回収・トリチウム除去における
除去技術の高度化

報告概要

➢「ふげん」のトリチウム汚染の原徴

➢従来法のトリチウム除去

➢重水回収・トリチウム除去の実績のまとめ

➢課題とトリチウム除去技術の高度化

➢まとめと今後の検討

技術開発部 開発実証課 門脇 春彦

資料 27-4-1

2.2 重水回収・トリチウム除去における
除去技術の高度化
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

「ふげん」のトリチウム汚染の原徴

資料 27-4-2

○トリチウムの状態
・残留重水及び付着重水（水分子）と
酸化皮膜中重水（結晶水）

○酸化皮膜中トリチウム
・付着重水除去後に空気中に拡散

○トリチウム放出率（常温環境下）
・付着重水除去直後：～102 Bq/cm2/hour 
・2000時間～3000時間経過後：～10-2 Bq/cm2/hour

「ふげん」の重水系機器・配管類は原子炉の運転によりトリチウムによって汚染
重水中トリチウム濃度：2.6×108 Bq/cm3(平成15年3月-運転停止時）

配管

酸化皮膜

残留重水
付着重水

DTO HTO

結晶水

水分子

DTO HTO

このような特徴の汚染に鑑みトリチウムの除去には染下の方ムが有効
①残留重水のドレンアウト（重水回収）
②ドレンアウト後の通気乾燥や真空乾燥による残留重水・付着重水除去

（重水の乾燥回収・トリチウム除去）
③付着重水除去後の酸化皮膜中トリチウムの空気置換（トリチウム除去）
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

従来法のトリチウム除去

資料 27-4-3

対象機器・配管類全域に加熱ヒータを取付けることが可能か？

YES

NO

NO

対象機器・配管類の構造・内容積を考慮した場合、加熱真空乾燥が可能か？

ステップ3 空気置換による酸化皮膜中のトリチウム除去

YES

トリチウム防護具（エアラインマスク）の着用無しで解体撤去が可能なレベル
（作業環境空気中濃度：8×10-2 Bq/cm3）を目標とした処理

クリアランスレベルを目標とし
た処理（必要に応じて実施）

ステップ1
重水回収

*主な乾燥処理は常温通
気乾燥と加熱真空乾燥

カランドリアタンク及び周辺機器・配管

重水貯槽、劣化重水貯槽等の容量が
大きい貯槽類

作業期間 長期

除湿
機

対象物

トリチウム除去装置

非常用ｶﾞｽ
処理系

ステップ2-3 常温通気乾燥*

（または圧力を制限した真空乾燥）

重水ドレンタンク等の比較的
小容量の貯槽類

作業期間 中期

ステップ2-2 加熱通気乾燥

ヒーター

（または圧力を制限した真空乾燥）

除湿
機

対象物

ヘリウム浄化系室、ポイズン溶解槽室、重
水浄化系室

ステップ2-1 加熱真空乾燥*

ヒーター

作業期間 短期

除湿
機

真空ポンプ

対象物

ステップ2
重水の乾燥回収
トリチウム除去
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

重水回収・トリチウム除去の実績工程

資料 27-4-4

平成

20年度

平成

21年度

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

2構年度

(1)弁操作による重水の抜き出し

(2)重水循環ポンプ用熱交換器の
トリチウム除去

(3)原子炉補助建屋の残留重水回
収・トリチウム除去（系の開放を伴
う重水回収を含む）

(4)カランドリアタンク等のトリチウ
ム除去

残留重水・付着重水（含トリチウム）除去方ムの
実機適用性評価試験

重水回収：約240 m3

回収：約100 L 回収：約5 L
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

重水回収・トリチウム除去の実績のまとめ

資料 27-4-5

・開放を伴う重水回収と通気・真空乾燥（平成25年2月末における実績）

階 系統・エリア 主な機器
重水回収
（リットル）

ﾄﾘﾁｳﾑ除去*

（Bq/cm3）

3F
ヘリウム浄化系室

再結合器
脱湿器

ポイズン供給系 ﾎﾟｲｽﾞﾝ溶解槽
2F

1F 重水浄化系室
重水浄化塔
ﾎﾟｲｽﾞﾝ除去塔

実施中

B1F 劣化重水貯槽室
劣化重水貯槽
浄化系重水貯槽

今後実施
予定

B2F 重水貯槽室
重水貯槽室
A/B重水ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ

今後実施
予定

主な機器
重水回収
（リットル）

ﾄﾘﾁｳﾑ除去*

（Bq/cm3）
ｶﾗﾝﾄﾞﾘｱﾀﾝｸ
重水冷却器
ﾀﾞﾝﾌﾟﾀﾝｸ

実施中

重水循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用
熱交換器

R/B重水ﾄﾞﾚﾝﾀﾝｸ
今後実施

予定

原子炉建屋

原子炉補助建屋

：作業完了

重水回収・トリチウム除去方ム
A：開放を伴う重水回収
a：常温通気乾燥
b：加熱通気乾燥
c：加熱真空乾燥
d：常温で空気置換

a

a,b,
c

0.3

92A

検出限界値以下

a

d

a

A 10

21A

実施中

606

1230

A
a,c

A

A

c,d

c,d

a,c

a,c

a,c

*残留重水・付着重水を十分除去後、系を開放した状態での作業エリア内のトリチウム濃度

検出限界値以下

検出限界値以下

回収済み
62.4

実施中
回収済み

105
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課題とトリチウム除去技術の高度化

資料 27-4-6

①大型除湿機が設置できない狭隘箇所を有する系統の乾燥
（主に重水冷却系）

②残留重水量の把握
（カランドリアタンクを含む重水冷却系）

③ヒーター設置が困難、かつ、通気乾燥に適さない部分の乾燥
（作業員がアクセスできない部分）

小型可搬式除湿機

残留量推測方ム

常温真空乾燥ム
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①小型可搬式除湿機

資料 27-4-7

可搬式除湿機の外観

高分子膜モジュール式除湿機の概念図

供給
ガス

空気圧縮機
プレクーラー

パージガス

湿潤空気
（高分子膜透過ガス＋パージガス）

水分選択透過膜
（中空糸状ポリイミド膜）

乾燥
空気

・低露点であるため、湿分の回収効率が高い。
・装置が小型・可搬式であるため、狭隘な場所
でもトリチウム除去作業ができる。

・除湿方式：冷却凝縮・膜分離併用
・大きさ：L 0.8m×W 0.6 m×H 1.8 m(×2ユニット) 
（各ユニットはフレキシブルチューブで接続）
・最大風量：50 L/min
・到達露点：-80℃(dp) （水蒸気圧 0.05 Pa[abs]）

特徴

装置仕様

チラーユニット

膜モジュール

真空ポンプ
回収タンク

水バブラ
モニター兼
制御パネル

ブロワ

熱交換機

従来の除湿機
・大きさ：L 8.0 m×W 4.3 m×H 3.7 m
(主要機器は鋼製配管で溶接接続)
・風量：8.3 m3/min
・露点：-20℃(dp)（水蒸気圧 103 Pa[abs]）

従来型の1/10サイズ
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①除湿機の性能試験（コールド試験）

資料 27-4-8

モックアップ試験装置（重水（化塔を模擬）
条件
残留水量：5 L、温度：室温（31℃）
風量：22 L/min（重水（化塔の通気速度を考慮）

時間 (hour)

露
点

(℃
(d

p)
)

通気乾燥中の戻り空気及び送り空気の露点の
経時変化

本方式（冷却凝集・膜分離併用式）の除湿により、戻り空気露点19℃(dp)の
湿り空気を露点-60℃(dp)以下の乾燥空気に除湿できた。
このことから本方式は十分な除湿性能を持つことを確認した。

送り空気

戻り空気模擬容器 通気方向

温度・露点計

除
湿
機

-80

-60

-40

-20

0

20

40

0 1 2 3 4 5 6 7

（送り）

（戻り）

試験目的：除湿機の到達露点評価
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-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

0 20 40 60 80 100

①重水浄化塔の常温通気乾燥（除湿機の適用性確認）

資料 27-4-9

時間 (hour)
露

点
(℃

(d
p)

)

送り
空気

戻り空気

送り空気の露点が-60℃(dp)以下になり、また時間とともに重水回収量が増
加した。実機の通気乾燥においても湿り空気を乾燥できることを確認した。
露点データより、系統には重水が残留しており、乾燥処理が必要である。

B-重水（化塔の通気乾燥中の戻り空気及び送り空気
の露点及び重水回収量の経時変化

風量:11~21 L/min,室温:10~20℃
B-重水（化塔を含む通気ライン 容積：約1.8 m3

重
水

回
収

量
(m

L
)

除湿ライン
の接続箇所

B-重水（化塔
φ850 mm
×H 3170 mm

配管径：15~20 mm
配管長：20 m

0

500

1000

1500

2000

2500

3000
試験目的：実機の乾燥性能評価
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②残留量推測方法の概念

資料 27-4-10

回収重水

熱量計算から残留重水量を求める
手順の概念（通気乾燥）

時間 (hour)

温
度

( ℃
)

通気乾燥時の水温の経時変化（予備試験_軽水）残留重水の蒸発の状況

その他、重水の蒸発、機器配管類の温度上昇 など

通気停止
×：容器外側の

温度
◇：実際の水温*

*予備試験ではドラム
缶内に温度計を設置
し、水温を測定した。

平衡状態

外部からの入熱

室温32.5℃～33℃

（通気時）重水の蒸発：重水の蒸発量×蒸発潜熱

（停止時）重水の温度上昇：重水の残量×比熱×温度変化量

200 Lドラム缶

5 L

ある温度で一定になる

容器外側の
温度を観測

蒸発による
吸熱通気

温度差により発生
する外部からの入熱

流量：22 L/min

28.5

29.0

29.5

30.0
30.5

31.0

31.5

32.0

0 2 4 6 8
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0

20

40

60

80

100

0 5 10 15

②残留量の推測精度の評価

資料 27-4-11

温度差 |室温－水温|と推測精度の関係
温度差 (℃)

推
測

精
度

(％
)

●：模擬容器1, ○：模擬容器2

室温と水温の差が5℃以内の場合に推測精度が80％以上を示した。室温と水温の差が大きい程、推測精度が
低い傾向が示された。これは温度差が大きい場合に、加温される容器壁(外側)と実際の水温(内側)の温度勾
配が大きいため、測定精度が比較的低くなったことが原因と考えられる。精度を上げるためには温度差、即ち
風量を小さくすることが必要である。

適用対象のカランドリアタンク内の重水の温度を高精度測定

除湿機
接続用
ホース

模擬容器2

模擬容器1

配管支持
ラック重

量
計

モックアップ試験装置
通気流路：模擬容器1と2がホースで直列接続
残留水量：5 L（模擬容器1）及び2 L（模擬容器2）
風量：22~50 L/min、室温：29~32℃

除
湿
機

現在は既設のカランドリアタンク内の温度計（熱電対）により残留重水の温度の検出が可能か検討中。

課題

水温計

推測精度％=（1-（|実量-推測量|/実量）×100

50 L/min

22 L/min 50

22

風量

50

22

50

50

50

22

22
22
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③常温真空乾燥による閉止部残留水の乾燥

資料 27-4-12

条件
乾燥方法：常温真空乾燥
模擬試験体：20A–5 cm配管閉止部（ポケット）
真空圧力：吸引限界（およそ3.7×102 Pa）
室温：24~29℃

試験手順
①閉止部に水25mLを注入する。
②バルブ（開）にし真空吸引する。

このとき残留水が蒸発し冷却される。
③任意の時間でバルブを閉じる。

このとき残留水が室内空気により加温される。
④手順②と③を繰り返し、残留水が無くなるまでバッチ処理する。

真空計

データロガー熱電対
（管内）

温度
露点計

真空吸引

残留水

0

5

10

15

20

25

30

0 20 40 60 80

残留水の常温真空乾燥
における残留量・蒸発量
の経時変化

残
留

量
・
蒸

発
量

(m
L)

残留量

蒸発量

0

5

10

15

20

25

30

0 20 40 60 80

温
度

(℃
)

残留水の常温真空乾燥
における水温の経時変化

閉止部の模擬試験体

時間 (min)

温
度

(℃
)

真空保持時における残留
水の温度の経時変化

0

5

10

15

20

25

30

0 50 100 150

ボールバルブ（閉）

30分までの蒸発速度は22 mL/hourを
示した。本条件の閉止部（ポケット）残
留水の乾燥において、常温真空乾燥
は通気乾燥速度*の60倍速く、本法の
優位性が確認された。

乾燥と加温を交互に5～15分繰り返す
ことがポケット水の除去に効率的であ
るが、作業性等を考慮して、30分の真
空吸引と30分の真空保持・加温が適切
であると判断した。

ボールバルブ（開）50A管

20A管
真空ホース

*比較
通気乾燥
条件
風量：50 L/min.

試験手順
①水25 mLを注入
②連続通気

時間 (min) 時間 (min)
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0

5

10

15

20

25

30

0

5

10

15

20

25

30

③閉止部残留水の常温真空乾燥適用性試験

資料 27-4-13

ポケット水の同時常温真空乾燥のバッチ処理

5回のバッチ処理でポケット部に残留した25 mLの水を
完全に乾燥除去できた。
乾燥対象がシングルポケットの場合とダブルポケット
の場合で同じ乾燥プロファイルを示した。このことは乾
燥効率は当該ポケットの条件（水量、配管径等）にの
み影響されることを示しており、また系統全体を一括
で乾燥処理できることを示す。

ヒーター設置不可、かつ、通気乾燥が不適な部分の
乾燥に目処が立った。ヒーター設置作業が不要なた
め、工数の低減及び作業員の被ばく低減が図れる。
対象が真空吸引に耐える構造の機器・配管類及び系
統であれば本法を適用することができる。

真空計

データロガー

温度
露点計

温度
露点計

真空吸引

20A管

25A管

▲：25Aシングルの真空乾燥
○：20A+25Aダブルの真空乾燥

残
留

量
(m

L)

処理回数 (回)
1 2 3 4 5処理前

残
留

量
(m

L)

処理回数 (回)
1 2 3 4 5処理前

▲：20Aシングルの真空乾燥
○：20A+25Aダブルの真空乾燥

条件
乾燥方法：常温真空乾燥
模擬試験体：20A–5 cmポケット及び

25A–5 cmポケット
真空圧力：吸引限界（およそ3.7×102 Pa）
室温：24~29℃
真空乾燥時間：30 min
保持時間：30 min

20A–5 cmポケットのプロット 25A–5 cmポケットのプロット
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まとめと今後の検討

資料 27-4-14

常温真空乾燥法の開発により、ヒーターの設置が不要で系統の一括乾燥が可能となった。

通気法の応用により、容器内の水の残留量を測定できる見通しが得られた。

カランドリアタンク内の重水残留量推測の検討
(課題：残留重水の精密な温度測定)

常温真空乾燥法を適用した系統のトリチウム除去

現在、重水冷却系について計装ラックの配管を切断し、この切断箇所を利用して重水
残量の推測や、小型可搬式除湿機を用いた乾燥データ取得等を検討している。

小型可搬式除湿機を適用したトリチウム除去の検討

小型可搬式除湿機の適用により、大型除湿機が設置できない狭隘箇所を有する系統の
乾燥に目処が立った。

現在、B-重水浄化塔の常温真空乾燥を実施中

①

②

③
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3． 福井県エネルギー研究開発拠点化計画への「ふげん」の取組み状況報告 

 

 本章は、第 27回ふげん廃止措置技術専門委員会において福井県エネルギー研究開発拠点化計画

への「ふげん」の取組み状況に関する発表資料を取りまとめたものである。 
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福井県エネルギー研究開発拠点化計画への「ふげん」の取組み状況報告

報告概要

➢研究発足の経緯と目的

➢研究課題

 研究成果１：配管減肉

 研究成果２：保全技術等有効性確認試験（SCC)

 研究成果３：熱時効脆化

 研究成果４：状態監視技術の実機適用調査

安全研究センター 榊原 安英

福井県における高経年化調査研究

3.1 福井県における高経年化調査研究

資料 27-5-1  
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高経年化調査研究のこれまでの経緯

資料 27-5-2
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エネルギー研究開発拠点化計画

資料 27-5-3  
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高経年化調査研究体制 （H17保安院資料）

原子力安全・

保安院（NISA)
評価支援

JNES規格基準部
（現：原子力システム安全部）

長
期
保
安
管
理
方

式
の
提
出

長期保全計画の評価

評価指示

評価結果

技術基準化

JAEA
（原子力機構 ）

敦賀本部

FBRセンター

（現在：安全研究センター）

中核的役割高経年化調査研究会

INSS
福井大学等

メーカー

福井県

本部

電力会社

委
託

成果
成果

成果

研究方針

①美浜3号機の事故原因の本質である品質保証等の人的、
組織的な問題点の検討

②ソフト面での研究のみならず、福井県下の実プラント（敦
賀、美浜、ふげん、もんじゅ等）を活用した実機適用調査

③福井県内及び近郊の研究資源を活用

安全研究

協力

参加 参加

資料 27-5-4
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高経年化調査研究実施体制

社内連携

評価

（独）日本原子力研究開発機構

高経年化評価・保全技術研究
グループ

研究総括および実施責任者：阿部 輝宜

安全研究・評価委員会

安全研究審議会

専門部会

敦賀本部

経営企画部

福井県における
高経年化調査研究会

機構内連携

原子炉廃止措置
研究開発センター

所長 髙橋 秀孝

技術開発部
部長 森下 喜嗣

成果報告
安全研究センター

総括責任者 ： センター長 本間 俊充

総括責任者補佐：副センター長 岡嶋 成晃

受託事業総括：研究計画調整室長 中村 武彦

安全研究評価委員会・審議会での審議と専門部会での技術評価

JAEA機構内連携

資料 27-5-5  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

ふげん実機材と高経年化事象

応力腐食割れ（IGSCC)

下部ヘッダー
再循環系配管
入口管
上昇管

配管減肉（エロージョン／コロージョン）

タ－ビン系蒸気･水配管

各種熱交換器

熱時効脆化

再循環ポンプ

資料 27-5-6
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

福井県における高経年化調査研究のミッション

・「ふげん」廃止措置計画の中に、「ふげん」を利用した研究開発等を実施することが
位置付けられていることから、実機材の長期運転状況における高経年化事象の
発生状況の正確な把握が可能。

・ 「ふげん」実機材を用い、高経年化対策・管理技術（予測、評価、検査等）の妥当性
を国がより適切に判断できるようにするための各種データ・知見の収集を行う。

・高経年化対策・管理技術の信頼性向上
・JSME等の規格基準、規制基準の整備への貢献

エネルギー研究開発拠点化計画：
福井県にある、25年間の長期運転に供し、現在廃

止措置工事が進捗中である「ふげん発電所」の機
器・構造物の実機材料や運転データを用いて、劣化
事象ごとに、保全管理技術の妥当性検証などの研
究を、長期運転プラントや研究機関等が集積する福
井県下で実施する。

原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)外観

資料 27-5-7  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

高経年化調査研究の経緯

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

INSS

Ni基合金の応力
腐食割れ

ヒューマン
ファクター

ふげん
実機材

全体計画

配管減肉

熱時効脆化

応力腐食割れ

コンクリートの劣
化計測

基礎ボルト

ケーブル劣化

その他の材料
劣化

検査

先進的検査モニ
タリング技術

動的機器の状
態監視

Ni基合金SCC

高強度マルテンサイト系ステンレス鋼

現時点

初期条件確認

資料 27-5-8
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

ふげん高経年化分析室（ホットラボ） 分析装置

集束イオン／電子ビーム
加工観察装置

走査透過電子顕微鏡

鏡体

電子プローブ電界イオン
顕微鏡

Ge
分析器

硬さ試験機

操作卓

電源等

電源等

本
体 操作卓

本体

ﾚｰｻﾞｰ
ｼｽﾃﾑ等

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ

実体顕微鏡 研磨機

研磨機

切断機 ﾏｲｸﾛｶｯﾀｰ

流し台・机
熱間埋込
プレスﾄﾞﾗﾌﾄ

集束イオン／電子ビーム
加工観察装置

走査透過電子顕微鏡

鏡体

電子プローブ電界イオン
顕微鏡

Ge
分析器

硬さ試験機

操作卓

電源等

電源等

本
体 操作卓

本体

ﾚｰｻﾞｰ
ｼｽﾃﾑ等

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ

実体顕微鏡 研磨機

研磨機

切断機 ﾏｲｸﾛｶｯﾀｰ

流し台・机
熱間埋込
プレスﾄﾞﾗﾌﾄ

３次元アトムプローブ
(3DAP)

走査透過電子顕微鏡
(STEM)

集束イオン／電子ビーム加工
観察装置 (FIB-SEM)

試料準備室

本
体

走査電子顕微鏡(FE-SEM/EBSD)

シャルピー衝撃試験機
油圧式引張試験機

(J1c破壊じん性試験)

重水精製建屋

資料 27-5-9  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果１（配管減肉）

「ふげん」実機
配管肉厚測定

「ふげん」実機の
流動解析

配管減肉率
の実測評価

• １５０A以上の２２６個のエルボ、約
40,000ポイントの測定点

• 定期検査時の肉厚測定
• 解体時（最終）の肉厚測定
• 3次元肉厚測定

配管減肉率
解析・評価

• 流量分布
• 圧力分布
• 温度
• ボイド率など

配管減肉
データベース

資料 27-5-10
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

「ふげん」実機配管減肉の実測

資料 27-5-11  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

「ふげん」実機の流動・減肉解析

資料 27-5-12
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Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

配管減肉解析評価と実測値の比較・検証

資料 27-5-13  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

ES-SP-7

FDW-SP-50

FDW-SP-48

FDW-SP-18

FDW-SP-6

第１抽気管

高圧給水管

FDW-SP-6

FDW-SP-18

FDW-SP-48

FDW-SP-50

高圧給水管 エルボ

高圧給水管 エルボ

高圧給水管

第1抽気管 エルボ

ES-SP-7

配管減肉データベースの内容（２）

資料 27-5-14



JAEA-Review 2013-027 

- 27 - 
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

配管減肉データベースポータル画面
配管減肉データベースポータル画面

資料 27-5-15  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果２（保全技術等有効性確認試験（SCC)）

本調査研究の目的
・ 「ふげん」実機材の長期運転状況におけるIGSCC発生状況の正確な把握。
・同メカニズム解明、同発生・進展シミュレーション技術の検討
・ 「ふげん」実機材を用い、データや評価技術の検証、規制基準の整備を国が

より適切に判断できるようにするための各種データ・知見の収集を行う。

「ふげん」実機構成

ふげんでのSCC発生と対策

資料 27-5-16
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果（保全技術等有効性確認試験（SCC)）

入口管2B

・SUS316NG＋SUS304溶接部

（水冷溶接＋水素注入）

部位
SCC対

策
(施工業者)

素材
上段：上流
下段：下流

外径
（mm）
（呼び
径）

シーム
数

環境条件

温度
（℃）

溶存酸素濃度
（ppb）

使用時間
（hr）

Aﾙｰﾌﾟ
吐出管

通常溶
接（材料
取替）

（S.60年）

SUS316NG
406.4
(16B)

9 275
水素注入有(99,820hr)

10～30 99,820
Aループ
下降管

SUS316NG
355.6
(14B)

16 285

Bﾙｰﾌﾟ
下降管

IHSI
（S.59年）

SUS304
355.6
(14B)

1 285

水素注入無(36,440hr)

100～200
水素注入有(99,820hr)

10～30

IHSI前

27,540
IHSI後

108,720SUS304

Bﾙｰﾌﾟ
下降管

水冷溶
接（材料
取替）
（H.3年）

SUS316NG
355.6
(14B)

1 285

水素注入無(36,440hr)

100～200
水素注入有(99,820hr)

10～30

66,760

136,260SUS304

下降管14B

・SUS316NG＋SUS304溶接部

（水冷溶接＋水素注入）

・SUS304＋SUS304溶接部

（IHSI＋水素注入）

吐出管16B

・SUS316NG＋SUS316NG溶接部

（材料取替＋水素注入）

資料 27-5-17  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果（保全技術等有効性確認試験（SCC)）

試料採取部位の選定

運転条件調査

・運転条件(温度、水質)
・溶存酸素濃度、腐食電位
・水素注入履歴
・溶接条件、材料物性値
・対策モックアップデータ等

内面観察（目視）

染色浸透探傷（PT）試験

残留応力測定

試料採取

内表面観察

硬度分布測定

金属組織観察

フェライト量測定

鋭敏化試験

結晶粒界の分析

結晶方位の測定

超音波測定

材料成分分析

×20

溶接部上流側
（SUS316L）

下流側
（SUS316L）

FW53（通常溶接、溶接部拡大）

調査した27シーム全ての配管について、
SCC等のき裂は認められなかった。

資料 27-5-18
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果（保全技術等有効性確認試験（SCC)）

上流 下流

通常溶接

FW-構3

IHSI

FW-4

水冷溶接

K-6B

金属組織観察（管内表面近傍断面）

管内表面観察、断面マクロ観察と併せ、管内表面近傍の溶接部熱影響部の断
面の金属組織観察を光学顕微鏡を用いて行い、管内表面の微細組織及び微
小き裂の有無等を調査した。

500μm

500μm

500μm

500μm

500μm

500μm

資料 27-5-19  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

応力開放法（歪ゲージ法）による残留応力測定

2軸ゲージ

17～20

10

10

10010

1020

20100100 20

100100

17～20

12～15

17～20

12～15

17～20 100

20

5連2軸ゲージ（幅12～15㎜？）

・4方向

（内外面）

内面

100100

は1方向のみ19~26

管内外表面へひずみゲージを貼付け、細断による応力開放法にて、残留応力を測定した。

ゲージ貼付け、切断状況

細断後サンプル、残留応力測定状況
資料 27-5-20
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

残留応力測定結果（IHST)

-600.00

-400.00

-200.00

0.00

200.00

400.00

600.00

-250 -150 -50 50 150 250

残
留

応
力

(M
P

a)

溶接中心からの距離（mm）

K6-B 外表面 軸方向応力
0°

90°

180°

270°

-600

-400

-200

0

200

400

600

-250 -150 -50 50 150 250

残
留

応
力

(M
P

a)

溶接中心からの距離（mm）

K-6B 内表面 軸方向応力 0°

90°

180°

270°

-600.00

-400.00

-200.00

0.00

200.00

400.00

600.00

-250 -150 -50 50 150 250

残
留

応
力

(M
P

a)

溶接中心からの距離（mm）

K-6B 内表面 周方向応力
0°

90°

180°

270°

-600.00

-400.00

-200.00

0.00

200.00

400.00

600.00

-250 -150 -50 50 150 250

残
留

応
力

(M
P

a)

溶接中心からの距離（mm）

K-6B 外表面 周方向応力 0°

90°

180°

270°

内表面

外表面

・IHSIを行った配管では、長期の運転後（108,000h）でも、内表面は圧縮残留応力、
外表面は引張残留応力となっていることが確認された。
・特に内表面では軸方向、周方向ともに圧縮となり、周方向で高い値を示すなど、残
留応力改善策として長期の運転後も非常に有効に機能していることが確認できた。

IHSI
（S.59年）

資料 27-5-21  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

材料原性の調査：結晶方位の測定（EBSD）
HAZ近傍EBSD観察結果：通常溶接（FW-53）SUS316L

300μm

母材側溶接側

母材側500μm程度の粗粒域＝HAZ部

母材およびHAZ部の粒径分布

平均粒径
母材部：51μm
HAZ部 ：153μm

母材接液面近傍50μm程度の細粒域＝加工層

3μm

平均粒径
加工層：2.5μm

加工層の粒径分布

双晶を確認

0 1 2 3 4 50

0.1

0.2

0.3

Diameter [μm]

Fr
ac

tio
n

50μm

HAZ部のIPFマップ 加工層のIPFマップ

双晶は存在せず
細粒はほぼ消失 粒界腐食

(<1mm)粒界腐食
(<1mm)

・溶接による熱影響でHAZ部は
粗粒化し再内面の加工層の大半は消失

・双晶が存在

・表面加工による加工層が残存（母材の
数十分の一程度の細粒）

・双晶が存在

HAZ近傍の広域
IPFマップ

資料 27-5-22
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

保全技術等有効性確認試験（SCC）まとめ

・SCC発生状況について
超音波検査、金属組織観察等による今回の詳細な調査によっても、SCC等の微小き裂は認めら
れなかった。

・残留応力について
通常の溶接法で施工した配管では、内表面で最大400MPaの残留応力が確認された。
残留応力低減対策である、 IHSIでは圧縮残留応力に、水冷溶接では引張残留応力値が
200MPa程度まで低減されていることが確認された。
また、これらの残留応力改善策の効果が、長期の運転後も有効に機能していることが確認でき
た。

・SCCが発生しなかった要因について（今後更に調査）
過去のIGSCC事例と比べHAZ内面の加工層が少ない、溶接部全体の塑性変形量（施工時）が少

ない等、今後更に調査が必要であるが、以下の要因が考えられる。
①SUS304（鋭敏化傾向大）：水素注入及びIHSI等による応力低減の効果等
②SUS316L（NG） （鋭敏化傾向小、最大400MPaの引張残留応力） ：水素注入及び優れた材質の

効果等

「ふげん」はBWR使用・環境に類似したプラントであるが、
水質改善、材料取替、残留応力低減等の保全技術を適用
することで応力腐食割れを防止できることが確認された。

資料 27-5-23  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果３（2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化）

100 mm

約300～500℃の使用環境下
→熱時効によるフェライト相の

固相反応(スピノーダル分解)
により脆化

熱時効脆化とは？

オーステナイト相に5%以上の
δフェライト相を含む。

材料強度、耐ＳＣＣ性、溶接性が向上
軽水炉の配管やポンプ材として使用

20 nm

フェライト相におけるCr濃度分布の時間変化

フェライト(α)相

オーステナイト(γ)相

「ふげん」 再循環ポンプケーシングに使用されている
2相ステンレス鋳鋼の光学顕微鏡像

資料 27-5-24
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化

L

α

Cr

スピノーダル
曲線

相分離曲線

凝固過程
mm, mm スケール熱時効過程

g
温

度

nm スケール

ＭＰＦ法

ＰＦ法
Fe-Cr合金における
スピノーダル分解

α1+ α2

500mm

3DAPTEM

②熱時効による組織変化 ①鋳造凝固組織

Fe

実機材評価
実機加速熱時効材評価
モデル合金評価

資料 27-5-25  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化

Ct
BAJJC ICV +

+=6,,

化学成分・Ｆ量などから、熱時効温度が325℃ (PWR相
当)の場合の各パラメータを算出。

熱時効温度が325℃と異なる場合は活性化
エネルギーを用いて換算。

A

tF Aging time, t

To
ug

hn
es

s,
M

-C

H3Tモデル
(Hyperbolic-Time-Temperature-Toughness)

JNES過去試験データ：「プラント長寿命化技術開発」に
関する報告書 （昭和62年度～平成4年度)より

C Si Mn Ni Cr Mo N O
A 25% 24.0/22.4 0.05 1.51 0.9 10.3 21.3 3.1 0.06 0.004 CF8M EF
B 20% 16.7/17.7 0.054 0.91 0.82 9.46 20.59 2.17 0.042 0.006 CF8M AOD
C 10% 10.2/10.5 0.047 0.58 0.94 10.51 20.12 2.15 0.047 0.007 CF8M AOD
E 15% 14.6/16.5 0.07 1.12 0.44 9.20 19.80 2.10 0.027 0.003 CF8M EF
F 20% 21.6/26.1 0.05 1.11 0.54 9.10 20.50 2.30 0.021 0.003 CF8M EF
G 20% 17.4/17.2 0.04 1.51 0.66 8.51 20.69 0.25 0.053 0.013 CF8   EF

(注１）

(注２)

下段：ASTM A800に基づき、実測N量を用いて計算

A、B、Ｃは鋳造管(SA451 CPF8M)であるが、成分的に鋳造材(SA351 CF8M)と同一なため以降CF8Mと記す。

材料No.
目標

フェライト量

計算による

フェライト%

化学成分 (wt.%) (注２）

備考

上段：ASTM A800に基づき、N量=0.05%を用いて計算

予測値と実測データとの比較検討

「ふげん」実機材データ
再循環ポンプケーシング(RCP)
・回復処理材(初期相当材)
・採取まま材(275℃×136000h)

過去の試験データ(加速熱時効試験)
Material A, B
・290℃～400℃ × ～30000h

実機環境条件(300℃前後)における脆化予測式の妥当性
についての検討を実施

資料 27-5-26
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化

資料 27-5-27  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化

資料 27-5-28
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

2相ステンレス鋳鋼の熱時効脆化

吸収エネルギー 大
壊れにくい

吸収エネルギー 小
壊れやすい

試験片形状

シャルピー衝撃試験機

日本工業標準調査会 JIS B 7722 より

資料 27-5-29  
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

熱時効脆化の機構論的検討の全体構成

化学成分

②熱時効による
組織変化

スピノーダル分解
（フェライト相内）

析出物など

考慮すべき脆化因子

①鋳造凝固組織

フェライト量・ばらつき

フェライト形状・方位

フェライト間隔

析出物・偏析物

化学成分

脆化予測式（H3Tモデル）の高精度化と
熱時効脆化に関するスクリーニング基準の科学的根拠の検証

実機材を用いた計算機解析実機材を用いた分析

分析と計算の比較
脆化因子の

定量化
脆化因子の

定量化

ふげん

実機材の

脆化事象

計算機

解析

分析

評価

Phase-Field法
・MICRESS
・SP解析PG

DICTRA法
・Thremo-Calc

高精度分析装置
・３DAP
・EBSD
・STEM
・etc

脆化因子の
定量化と

脆化機構の
解明

研究支援
システムによる
機構論的解析

資料 27-5-30
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

研究成果４（状態監視技術の実機適用調査）

○状態監視技術の実機適用調査

高経年化機器に対する状態監視手法の効果と限界を明らかにする。
「ふげん」補修票をベースに、機器の劣化状態の原因と適用する状態監視技

術の有効性を定量的に評価することで、状態監視技術の適用性を評価する。

資料 27-5-31  

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

まとめ

廃止措置段階にある「ふげん」を活用して進められた高経年化調

査研究は、実験室では得られない貴重な長期使用した実機材（情

報）を用いた日本で初めての研究であり、結果として、軽水炉の高

経年化評価（長期間運転することを想定した技術評価で経年劣化

事象に対して機器の健全性の評価を行うとともに、現状の保全方

法が有効かどうかを確認し、必要に応じ追加すべき保全策を抽出

すること。）の妥当性を判断するための研究成果を提供することが

出来た。

資料 27-5-32
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん）

福井県エネルギー研究開発拠点化計画への「ふげん」の取組み状況報告

報告概要

➢福井県「エネルギー研究開発拠点化計画」とは

➢福井県「エネルギー研究開発拠点化計画」
～推進方針＜平成24年度＞重点～

➢「技術課題解決促進事業」とは

➢「技術課題解決促進事業」フロー

➢「技術課題解決促進事業」詳細内容

➢「技術課題解決促進事業」実施事例

敦賀本部 経営企画部 平田 智宏

技術課題解決促進事業（公募型）について

資料 27-6-1

3.2 技術課題解決促進事業（公募型）について

 

 

 

Fugen Decommissioning Project

ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん） 資料 27-6-2

原子炉廃止措置研究開発センター(ふげん)

関電と協力して、高度な分析機器等を設置し、
高経年化研究を推進
ふげん・商業炉の実機材を用いて研究を実施

高経年化分析室（ホットラボ）

原子炉の廃止措置へのレーザーの利用

【水中での構造物の切断・除去】

◆拠点化研修事業(企業向研修）
◆廃止措置研究会(敦賀商工会議所)

機構が進める
連携協力

原子炉の遠隔切断・解体工法に関する研究開発や廃止
措置計画支援システムの開発など、「ふげん」を利用し
た廃止措置技術の高度化と体系化を推進

「研究開発段階炉の
廃止措置技術の研究
開発」事業に協力

地域の取組みとの連携

◆オープンセミナー
◆課題解決促進事業

講師の派遣や、情報の提供

【オープンセミナー】

参画参画
地元企業

試験研究炉等廃止措置安全性実証等（H16～H20）
研究開発段階炉等の廃止措置技術の研究開発（H21～H23）

原子力発電施設高経年化調査研究
（高経年化分析室（ホットラボ）の活用）

高経年化
調査研究会

ｴﾈﾙｷﾞｰ研究開発拠点化推進組織
（若狭湾ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ）

安全 ・安心の確保
＜重点施策＞
◎高経年化研究体制

研究開発機能の強化
＜重点施策＞

◎高速増殖炉研究開発センター
プラント技術産学共同開発センター（仮称）

◎レーザー共同研究所
＜基本施策＞
○原子炉廃止措置研究開発センター

人材の育成・交流
＜基本施策＞

○小・中・高等学校における
原子力・エネルギー教育の充実

産業の創出 ・育成
＜基本施策＞
○産学官連携による技術移転体制の構築
○原子力発電所の資源を活用した新産業の創出
○企業誘致の推進

Ｌ
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん） 資料 27-6-3

『 プラント技術産学共同開発センター （仮称） 』

レーザー共同研究所

プラントデータ解析共同研究所（仮称）

産業連携技術開発プラザ（仮称）

構成する施設

目 的 ①機構の研究成果の活用
②もんじゅ、ふげんに関する技術の共同開発

県内企業との双方向の連携を強化し、原子力分野への参入促進する制度の
本格運用を開始

具体的な取組

◇成果展開事業
◇共用施設促進事業
◇技術指導支援
◇技術課題解決促進事業

（設備場所）敦賀市街
平成25年度以降 建設・運用開始予定

県内外の企業や広域の連携大学拠点等と一体になって、
地域産業の発展につながる研究開発を実施する。
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ふげん廃止措置情報 目的外使用・複製・開示禁止 原子力機構 原子炉廃止措置研究開発センター（ふげん） 資料 27-6-4

・ 装置・試作品などの製作
・ 検査・分析試験
・ その他

平成23年度課題テーマ 6テーマ（7社採択）
例）
・多関節式把持装置の設計・試作

（植田工業株式会社）
・伝熱管内壁補修用レーザークラッディング装置の試作

（福伸工業株式会社）

例）
・高機能和紙の開発

（石川製紙株式会社）
・チタンクラッドの剥離を防止し

刃物への適用
（武生特殊鋼材株式会社）

・チタン系材料による新刃物の開発
（平成20年度）
・放射線汚染状況の遠隔監視

システムの開発
（平成23年度）

原子力機構が抱える研究課題、または、
県内企業などから受けた技術相談について、
その課題解決に結びつける事を目的に、
予め実用化への成立性を見極める事業

◇事業概要◇
試験和紙

チタンクラッド刃物

☆支援費用は1件につき100万円以下

気象観測一体型放射線測定装置

伝熱管内壁補修用レーザークラッディング装置試作品多関節式把持装置試作品（配管把持風景）
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応募企業の確認〈技展〉
・企業登録の確認※

・実施計画書と体制の確認
↓

技術評価〈原課、技展〉
↓

企業の採択〈原課、技展〉
↓

開発計画の検討（1～5年間）〈原課〉
↓

当該年度の発注仕様書の作成〈原課〉
↓

発注（原則として100万円以下）〈技展〉

※登録されていない企業は別途手続きを必要とします。

オープンセミナー
【4～5月】

技術者を含めた
技術相談
【4月～6月】

試作・調査の実施
【7月～3月】

次の展開
技術相談
【3月以降】

製作及び役務などの
請負契約の締結

◆テーマ名

◆現状と課題

◆試作・調査の概要

◆想定される技術

◆開発スケジュールと

今後の展開

（デモ機試験-ふげんにて）

（敦賀本部での報告会
の様子）

応
募

契
約

納
入

見
極
め

成果報告
【3月中】
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＜＜技術課題解決促進事業＞＞
◆事業概要◆

次年度以降の成果展開事業や共同研究への進展を
見据え、その一部について、あらかじめ、試作品の製
作や調査等を行なうものです。

◆応募資格◆
福井県内の企業、もしくは福井県内に事業所を構える

企業です。

◆事業費用◆
一件に付き100万円以下の製作及び役務などの請負

契約を原子力機構と採択企業で締結します。

◆契約に関する審査◆
採択に関しましては、原子力機構の契約に関する資

格審査（企業登録）が必要となります。詳細は下記HP
にてご確認ください。

ＵＲＬ： http://www.jaea.go.jp/02/compe/01.html

◆応募期間◆
（原則として）平成24年6月末

◆実施期間◆
契約締結から平成25年3月末
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【「ふげん」関係実施分】
◆平成22年度
(1) 配管内残留液体の回収治具の試作・製作
(2) 「ふげん」解体物の遠隔細断用治具の試作
(3) 灰化樹脂のコンクリート混練固化調査
(4) クリアランス金属の再生利用製品の試作調査

◆平成23年度
(1) 多関節式把持装置の設計・試作
(2) 小口径配管の縦割工具の試作
(3) クリアランス金属の再生品の実用化製品調査・試作

配管内残留液体の回収治具の試作・製作 クリアランス金属の再生利用製品の試作調査 灰化樹脂のコンクリート混練固化調査

小口径配管の縦割工具の試作

◆平成24年度
(1) 狭隘部対応型把持装置の設計・試作
(2) 狭隘部挿入用治具への駆動機構の試作
(3) 汚染拡大防止用養生シートの接着（溶着）方法の試作・試験
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4． 講評 

 

各報告の後、本委員会の石榑主査より以下のご講評を頂いた。 

・廃止措置のそれぞれの分野で少しずつではあるが、着実に進展していると感じた。 

・タービン設備の解体撤去工事で発生する金属は相当量クリアランスの対象になり得ると思

われる。クリアランスは、測定も含め解体撤去物の管理が重要であり、注意深い取扱いが

必要である。また、一般の方に対してクリアランスの取組みを紹介し、理解を得ながら、

クリアランスを進めて頂ければと思う。 

・トリチウム除去に関し、モデル系では比較的試験がうまくいっている印象である。実機に

適用すれば更に難しい問題が生じるかもしれないが、それを克服してトリチウム除去技術

を確立して頂きたい。トリチウム除去技術は、重水炉保有国にとっても有益であることか

ら、その成果を国際的に発信して頂きたい。 



1024 10-1 d
1021 10-2 c
1018 10-3 m
1015 10-6 μ
1012 10-9 n
109 10-12 p
106 10-15 f
103 10-18 a
102 10-21 z
101 da 10-24 y

SI 

SI
min 1 min=60s

h 1h =60 min=3600 s
d 1 d=24 h=86 400 s
° 1°=(π/180) rad
’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ha 1ha=1hm2=104m2

L l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

t 1t=103 kg

SI SI

SI
eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
u 1u=1 Da

ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

SI SI SI

SI 
Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
R 1 R = 2.58×10-4C/kg

rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv

1 =1 nT=10-9T
1 =1 fm=10-15m
1  = 200 mg = 2×10-4kg

Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J 15 4.1868J
IT 4.184J

μ  1 μ =1μm=10-6m

10 SI

cal

(a)SI

(b)
rad sr

(c) sr
(d)
(e)

(f) activity referred to a radionuclide ”radioactivity”
(g) PV,2002,70,205 CIPM 2 CI-2002

a amount concentration
substance concentration

SI 

Pa s m-1 kg s-1

N m m2 kg s-2

N/m kg s-2

rad/s m m-1 s-1=s-1

rad/s2 m m-1 s-2=s-2

, W/m2 kg s-3

, J/K m2 kg s-2 K-1

J/(kg K) m2 s-2 K-1

J/kg m2 s-2

W/(m K) m kg s-3 K-1

J/m3 m-1 kg s-2

V/m m kg s-3 A-1

C/m3 m-3 sA
C/m2 m-2 sA
C/m2 m-2 sA
F/m m-3 kg-1 s4 A2

H/m m kg s-2 A-2

J/mol m2 kg s-2 mol-1

, J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

C/kg kg-1 sA
Gy/s m2 s-3

W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

kat/m3 m-3 s-1 mol

SI
SI 

m2

m3

m/s
m/s2

m-1

kg/m3

kg/m2

m3/kg
A/m2

A/m
(a) mol/m3

kg/m3

cd/m2

(b) 1
(b) 1

SI 
SI

SI SI

( ) rad 1 m/m
( ) sr(c) 1 m2/m2

Hz s-1

N m kg s-2

, Pa N/m2 m-1 kg s-2

, , J N m m2 kg s-2

W J/s m2 kg s-3

, A sC
, V W/A m2 kg s-3 A-1

F C/V m-2 kg-1 s4 A2

Ω V/A m2 kg s-3 A-2

S A/V m-2 kg-1 s3 A2

Wb Vs m2 kg s-2 A-1

T Wb/m2 kg s-2 A-1

H Wb/A m2 kg s-2 A-2

( ) K
lm cd sr(c) cd
lx lm/m2 m-2 cd
Bq s-1

, , Gy J/kg m2 s-2

, ,
, Sv J/kg m2 s-2

kat s-1 mol

SI
SI 

SI 
bar bar=0.1MPa=100kPa=105Pa

mmHg 1mmHg=133.322Pa
=0.1nm=100pm=10-10m

M=1852m
b b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

kn kn=(1852/3600)m/s
Np

dB       

SI SI

m
kg
s
A
K

mol
cd

SI
SI 

SI 
erg 1 erg=10-7 J
dyn 1 dyn=10-5N
P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
Oe 1 Oe   (103/4π)A m-1

CGS

CGS SI
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